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平成 2 3 年(ネ)第 1 159 号

控訴人 長崎県公立大学法人

被控訴人 久木野憲司

平成 2 4 年 1 月 2 0 日

福岡高等裁判所第 l 民事部イ係 御中

控訴人代理人弁諮士

同

l司

福田浩

木下健太郎

坂越博子

控訴理由書

第 1 原審判決の不当性

l 黙示の承認の認定について

原審判決は，被控訴人が兼業従事許可条件に反して控訴人の

勤務時間内にバイオラポの業務(兼業)に従事した日が 382

日(終日欠勤 150 日及ぴ部分欠勤 232 日である.以下同じ)あ

ったとと及び本件資料を求める控訴人の職務命令を拒否した

ことを認めながら，控訴人が，被控訴人に対し，被控訴人の大

学教員としての本来の職務に支障を生じさせない限度で，被控

訴人が控訴人大学の勤務時間内にバイオラボ事業(兼業)に従

事することにつき継続的に黙示の承認をしていたことが認め

られると判示する。

しかし.原審判決が黙示の承認を認定した根拠は，以下述べ

るとおり失当であり，黙示の承認など一切なかった。
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( 1 ) まず，誠論の前提として.再度，控訴人の教員の兼業従

事について確認しておく.

控訴人の教員には職務専念義務があり.控訴人における

講義その他の大学本来業務に専念すべきは当然であって，

そのために，兼業許可という制度を設けて，控訴人の教員

が兼業に従事するためには.控訴人から兼業従事許可を受

けなければならず，兼業従事許可を受けた場合，当該許可

条件にしたがって兼業に従事しなければならないというと

とが，控訴人の規程上定められているのであり，大原則で

ある。

したがって，兼業従事許可条件に違反する仔為の黙認が

あったと評価されるには，明文規定と同等程度以上に客観

的に明らかな黙認仔為がなければならない。そうでなけれ

ば，大学の本来業務への専念を確保するために設けた兼業

許可制度は無意味なものとなってしまうからである.

(2) 原審判決は， rバイオラボ事業という最先端の研究施設

の用地買収，建物取得，人事管理，資金調達，その他取引

先との交渉等の様々な企業立ち上げ時(起業時)の業務を

行うに当たって，他の職業人(交渉・取引の相手方等)が休

息の時間に入る「勤務時間外(なお，勤務時間については，

始業時刻午前 9 時，終業時刻午後 5 時 5 0 分との定めがあ

る。) J と「日祝日」にのみ代表取締役としての業務に従

事するというのでは，バイオラポの事業を実際に行うこと

ができないのは明らかであった。このようによ記許可書に

記載された兼業時間帯においてバイオラポ事業を行う之

とは，現実には不可能であり，バイオラボ事業を実際に行

うについては，原告(被控訴人)において勤務時間内によ

記事業の業務に従事することが避けられないととは，通常

2 
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人であれば容易に迎併できることであった。山口事務局長

は~支援する旨述べていた。」と判示する。

しかし，兼業の業務内容を兼業会社内でどのように分担

するかまでは控訴人において把握しているわけではない。

被控訴人は，兼業従事許可条件に従い，勤務時間外(法人

化後の振り替えた後の勤務時間外を含む。以下同じ。)で

兼業に従事するように妹業(バイオラポ事業)の業務分担

を行うべきであったし，控訴人や被控訴人の元事務局長で

あった山口周一氏(以下「山口元事務局長」という。)も，

そのような認識であった(山口元事務局長証人調書 17 ，

18) 

そもそも，どのような事業であっても関係者との交渉，

取引等は必要なのであって，原審判決の論理によれば，勤

務時間外での兼業従事という兼業従事許可条件を実質的

に空文化させ職務専念義務を否定することになり失当で

ある。

また，控訴人の勤務時間外である平日午後 5 時 5 0 分以

降や日祝日には，他の職業人(交渉・取引の相手方等)が休

息の時聞に入る，という点も，現実の企業活動の実態を無

視した非常識な見解である。勤務時間外において，関係者

との交渉等を行うことは十分に可能であり，実際に行われ

ていることである。

以上のとおり，常識的に考えれば，兼業従事許可がなさ

れている以上，適切な兼業業務分担の下，兼業従事許可条

件である勤務時間外で兼業に従事すべきことは明らかで

あるから，原審判決が失当であることは明らかである。

(3) 原審判決は，控訴人の閃係者が同席の上で行われたパイ

オラボに関する行事について，被控訴人が勤務時間内に従

事していたが，控訴人が注意等を行わなかった，と判示す

3 
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る。

しかし，以下のとおり，控訴人は，被控訴人に対し，適

切に兼業従事に関する指導を行っている。

① 控訴人の法人化以前の営利企業等従事許可，法人化以後

の兼業従事許可いずれにおいても，勤務時間外の兼業従事

を前提としており，法人化後は，やむを得ず，勤務時間内

によ記団体業務に従事する場合には，勤務時間の振り替え

手続が必要であった。控訴人は，許可書を交付する際はも

ちろん，その他にも機会があるごとに，職員から被控訴人

本人に対して，勤務振替手続の必要性や服務関係手続の徹

底を行うよう指導してきている。

例えば，原審判決が指摘している平成 1 7 年 9 月のバイ

オラポ社中間研究所の起工式に際しでも，被控訴人が中国

渡航するととや兼業従事期間が長く勤務日の振替ができ

ないことが明らかであったため，控訴人職員から被控訴人

に対して年次有給休暇の取得を指綿し，その際被控訴人は

5 日間の年次有給休暇を取得している。

② そもそも，兼業従事許可条件に反してやむを得ず勤務時

間内に兼業に従事する際には，被控訴人から振替手続を行

う義務があったのであり，控訴人において被控訴人の兼業

従事状況を逐一確認する義務はなかった。控訴人の他の教

員は，兼業従事に関して必要がある場合には勤務時間の振

替申請を行っており，控訴人においては振替制度はきちん

と適用されている。例えば.教員が県や市町の各種委員会

等の委員等の業務に従事したり，医師である教員が勤務時

間内において医療機関での医療行為に従事する場合等に

は，勤務時間の振替申請を行っている.したがって，控訴

人は，被控訴人に関しでも，当然，兼業が許可条件の範囲

4 
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内で行われていると認識して，兼業従事許可を符っていた

のである。控訴人が，被控訴人の兼業状洗を把握できなか

った理由としては，次のような被控訴人の説明もあった。

すなわち，被提訴人は，学内の研究室に殆ど不在で内線電

話で連絡が取れないことが多いことについては， r実験室

や図書館など研究室以外にいることも多いから」と言って

おり，また，控訴人職員が被控訴人に商会する必要がある

場合に所在を尋ねると，被控訴人は，学外にいる場合でも

「ちょっと出ている」という趣旨のことを言うことはあっ

ても，バイオラポ社にいるとか，バイオラポの業務に従事

しているということを述べたことは一度もなかった。との

ように，被控訴人は，報告の機会がありながら，兼業の報

告を怠っていたのである。

控訴人は被控訴人から，バイオラポ社の経営状況の概要

については何度か報告を受けていたが.その隙，被控訴人

がバイオラポ社の業務の中でどのような具体的行動をし

ていたかについては報告を受けていないロまた，被控訴人

から，控訴人に対し，バイオラポ社業務に関して，勤務条

件に関する相談等があったということもなかった。この

点.被控訴人は， rバイオラポ社の事業を逐次報告してい

た J として被控訴人本人が受信したメールを証拠書類(甲

第 234......240 号証)として提出しているが，会社設立

の初期段階における被控訴人に対する関係者からの事務

連絡等であり， rバイオラポ社の事業を逐次報告していた」

ものではない。

③ 控訴人が被控訴人の勤務実態の調査を行うこととなっ

たのは，被控訴人が本学の勤務を要する日においてバイオ

ラポ業務により頻繁に中国渡航を行っていたことを平成

2 0 年 1 2 月 1 0 日に県議会から指摘されたことを発端

5 
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として被控訴人の兼業従事許可違反の可能性を認識し，控

訴人自らが調査を行うことが必要と判断したためである。

控訴人は，上記のような経樟で調査を開始し，被控訴人

からの事情聴取や被控訴人に対する資料開示請求を行っ

たが，被控訴人の申告には事実と異なる部分も多く，資料

も十分には開示されなかった。

そのため，被控訴人が振替手続を行っていなかったこと

が判明した後，~訴人職員は，被控訴人に対して，必要な

振替手続がなされていないことにつき注意・警告した白

このように，控訴人は，勤務時間内に兼業に従事する場合

には勤務振替手続の必要性の指導・注意をしていた。服務意

識の高い県や控訴人が，兼業従事許可条件の遵守・履践を不

箆とするような説明をしたり，勤務時間内の兼業従事を明示

的にも黙示的にも承認したようなことは一切ない。

( 4) 原審判決は，控訴人が，バイオラポ事業を支援していた

ことも黙示の承認を認定する事情のーっとしているようで

あるが，控訴人が積極的に兼業従事を奨励したことなどな

い。控訴人の理事や職員は，バイオラポ関連の行事に参加

した乙とがあるが，これは被控訴人から要請があったとき

に，控訴人教員である被控訴人が関係しているとともあっ

て，儀礼的に参加したに過ぎない。バイオラポ事業への関

わり方の問題でいえば，被控訴人がバイオラポ社の代表取

締役として多額の報酬(多い時には月 円超)を得

て関与することは，まさに営利事業としての活動であるの

に対し，控訴人職員らが大学の役職者として要請されて参

加することは，大学の対外的・俄礼的な活動として大学業

務としての性格を有するものであり，全く性質が異なるも

のである。奥副学長が長崎県産業振興財団のインキュベー

6 
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ションマネージャーと面談したことについても，学内にお

いて大学の役職者等として面敵したものであり，被控訴人

がバイオラポ社の起業後，学外で同社社長としての立場で

面談していたのとは全く性質が具なるものである。

そもそも，長崎県や控訴人が大学発ベンチャー創業を推

進していたとしても，そのことと，勤務時間内の兼業従事

を黙認することとは全〈別の問題である。少なくとも，控

訴人は，学問の府として，あくまでも控訴人における本業

勤務を優先させていたことは当然であり，だからこそ，兼

業従事許可条件を付した兼業許可を行っていたのである。

原審判決の判断は，あたかも大学が応援した事業であれば，

大学の規律違反があっても黙認されると言うがごときであ

り，失当であることは明らかである。

(5) 原審判決は，控訴人において，規定上は時間労働制であ

るが，実態として，裁量労働制と同様の運用をしていたと

判示するロ

しかし，時間労働制か裁量労働制かが問題となるのは，

大学教授としての本来の職務に関してであって，本件のよ

うに本来の職務ではない兼業への従事は，あくまでも兼業

従事許可の範囲内でのみ認められるものであることは明ら

かであるから，仮に，控訴人において，実態として，裁量

労働制と問機の運用をしていたとしても.兼業従事許可条

件に影響を及ぽすものではない。

同様に，仮に，控訴人による労働時間管理に不十分な点

があったとしても，それは本来の職務に関するものである

から，労働時間管理の不十分さによって，被控訴人の兼業

従事許可違反行為が正当化されることはない。

なお，控訴人に対する労働基準監督署の指導は，賃金台

帳の整備に関する出退勤時刻の把握等についてのものであ

7 
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り，裁量労働制や兼業従事許可に伴う勤務時間内の従事:な

どに関するものではなかった。

(6) 本来業務への支障について

原審判決は，兼業従事によって，本来業務への支障はな

かったと判示するが.この点も，以下のとおり失当である。

そもそも，兼業従事許可に違反する勤務時間内の兼業は，

大学の本来業務への支隙を考えるまでもなく違法である

が，被控訴人は，平成 2 1 年(ヨ)第 4 9 号 賃金仮払仮

処分命令申立事件で提出した被控訴人陳述書(乙第 1 4 号

証) 4 ページ( 1 0 行田から)において， r とのような長

時間の激務ですから，仮に勤務時間を振り替えると言って

も娠り替える時間帯は深夜くらいしかありません。これま

た常識的にはあり得ないことです。」と大学業務に影響が

出ることは不可避であることを自認しているのである。

兼業従事により，少なくとも 3 回は授業を行っていない

し(乙第 7 号証 p 2 3) ，仮に補訴をおこなっていたとし

ても，兼業従事を理由に受講日時の変更を強いることは学

生に不利益を生じさせたということになる。

さらに，被控訴人の研究活動等については，被控訴人の

著書，学術論文，学会発表などいわゆる研究活動に関する

業績をみると，バイオラポ株式会社の代表取締役ヘ兼業従

事した期間である平成 1 5 年度から平成 2 0 年度の 6 年

聞の業績は，教授としての職位を考慮すると非常に少ない。

との聞の業績を具体的にみると，著書・論文は 5 編(うち

英文 1 編，他に英和辞典の編集が l 編) ，学会発表は 3 件

である。いずれも共著ないし共同発表であり，しかも筆頭

者ではないため，本人が主体的に取り組んだ業綴とは考え

にくい。なお，平成 1 6 年度および平成 1 7 年度の業績は

皆無である。(乙第 7 3 号証)

8 
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この点，中国渡航に関する資料によると，平成 1 6 年度

と平成 1 7 年度は渡航回数がいずれも 3 0 日を超えてい

るロ被控訴人の両年度の業績が皆無であったことから考え

ると，バイオラポ事業への兼業が，研究業績等の少なさに

影響したことは明らかであるロ

なお，平成 18 ， 19 ， 20 年度の控訴人の教員評価結

果によると，被控訴人の「教育 J í研究 J r 大学運営 J r 社

会貢献」の評価にかかる実績点の合計による看護栄接学部

内順位(助教を含む)は，平成 1 8 年度(対象教員数 2 9 

名)および平成 1 9 年度(対象教員数 3 6 名)はともに最

下位，平成 2 0 年度(対象教員数 3 9 名)は 3 5 位〈被控

訴人より下位の順位の者は，評価の実績点が上がりにくい

助教 3 名及び新規採用 l 年目を評価された者)と，これも

教授としての職位にふさわしくない順位であった。

このように，バイオラポ事業に兼業をしていた時期の被

控訴人の控訴人における教育・研究を含む諸活動は，きわ

めて低調で，教授としての職責を果たしていると言えるも

のではなかった。

このほか，被控訴人の 382 日の欠勤日の中には終日欠

勤した日が 150 目もあり，これらの中には，授業や実験，

学内運営に関する会議等のあった日が多く存したことを

考え合わせると，本来業務への支障があったことは明らか

である。

( 7) また，被控訴人は，以下のとおり，控訴人の勤務時間

内に兼業に従事する場合には，勤務時間の振替手続きが必

要なことを十分認識していた。

① 被控訴人は，平成 2 0 年の兼業の状況について， r勤

務時間の割振り状況報告書J (甲第 112. 113 号証)とし

9 



12-01-20;05:32PM;~臨焔盟事務所 ~tJ1\却脱士
ハ
ソ'­

R
υ
 

ハ
正

今
dt
u
 

-AH
V
 

「
R
V

口
司

<HHV-a
, # 11/ 23 

て，事後的に，かつ，唐突に，報告書の体裁の勤務時間

の振り替えに関する書類を控訴人事務局に提出した a

② 被控訴人は，平成 2 1 年 1 0 月 9 日に長崎県浦上 4警察

署の司法響柴員が，被控訴人の「詐欺，地方自治法違反 J

被疑事件で控訴人大学内の被控訴人の研究室内を家宅

捜索した際， r長崎県公立大学法人職員兼業規程(案)J 

(乙第 25 号証の 7 )と営利企業等従事許可申請書(甲

第 4 号証人兼業従事許可書(乙第 2 5 号証の 1 ないし

7 )を l つのファイルにセットにして保管していた(乙

第 2 4 号証人このうち当該「兼業規程(案) J は，控訴

人の設立日である平成 1 7 年 4 月 1 日に開催された第

l 回教育研究評議会において即布されたものと同じも

のであることから，被控訴人が，平成 1 7 年 4 月の控訴

人法人化当初から兼業制度について十分巴認識してい

たことは明らかである。

③ 被控訴人は，平成 2 0 年 1 0 月 2 9 日や平成 2 1 年 l

月 8 日に控訴人職員が面談した際に， r 取締役会が平日

にあった場合は，手続きはせずに自分なりに勤務振替を

行っていたつもり J といった旨の主張を行っていた(控

訴人(被告)準備蓄面( 2 )別紙 p 1 , 2) が，これは，

被控訴人が，控訴人大学の勤務時間内にはバイオラポ事

業に従事することができないことを認識していたから

に他ならないロ

④ 平成 2 1 年 1 月下旬頃，調査の過程で被控訴人から控

訴人に提出された法務省入国管理局の「出帰国記録調査

書 j (写) (平成 1 7 年度 --19 年度分) (乙第 2 0 号証)

には，被控訴人自らの筆で，出閤日，帰国日の曜日が記

10 
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入されているが， ζ れは被控訴人が，自身の中国渡航が

本学の勤務を要する日であったか否かを確認するため

に記入したものであり，被控訴人が土・日以外(の本学

の勤務時間中)にバイオラポ事業に従事することが，兼

業従事許可の要件に違反するととを認識していた証左

である。

⑤ 控訴人が法人化する前の，被控訴人の身分が長崎県職

員だった時代には，営利企業等従事許可(甲第 4 号証〉

に基づいて， (法人化後と問様)勤務時間外において承

認された兼業に従事することとされていたが，許可に基

づく兼業の状況報告書(乙第 8 号証「澗査報告書 別紙

資料」中の「研究成果活用兼業状況報告書 J )を見ると，

被控訴人自身，勤務時間外及び土日にしかバイオラポ事

業に勤務していないこととして報告を待っている.これ

は，被控訴人が，控訴人大学の勤務時間内にはバイオラ

ポ事業に従事することができないことを認識していた

証左である。

なお t r研究成果活用兼業状況報告書」は，被控訴人

が兼業を許可条件の術囲内で行っているように装った

内容であったため，控訴人は，被控訴人が，適正に兼業

業務に従事しているものと認識するに至ったものであ

る。

(8) 原審判決は，被控訴人には控訴人における職務時念義務

があること，被控訴人の兼業従事は控訴人の勤務時間外と

いうことで許可されたものであり，やむを得ず勤務時間内

に兼業に従事する場合には勤務時間の振替申請が必蕗であ

ることを認めたよで，被控訴人の 382 日にも及ぶ勤務時間

内の兼業従事の存在や兼業状況調査のための職務命令違反

11 
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行為を認めているにもかかわらず，この明白で答観的な兼

業従事許可条件違反行為や職務命令違反行為についてはそ

の重大性や問題点を吟味することなく，控訴人の黙示の承

認という i瑳昧・不明確で主観的・評価的な事由だけを理由

に本件懲戒処分の有効性を判断しており，その判断は極め

て不当・不十分と言わざるを得ない。

2 懲戒処分の有効性判断について

本件判決は，何ら理由を示すことなく， r全部無効であり，

その一部が有効であると解する余地はない。」と判示しており，

この点の判断も不当である。

(1) 懲戒処分の有効性判断については，仮に，当該懲戒事由

に対する関係で処分が重いと判断される場合であっても，

当該懲戒事由との関係で相当と判断できる部分については

有効とすることが，特に教育機関等の公益的性格を有する

機関における規律維持の必要性の観点からは妥当である。

控訴人においては，就業規則上 i 日以上 6 月以内の範囲で

の停職処分を科すことができるのであり，かつ，この停職

期間が一つの処分として不可分なものであり一部無効は認

められないと解する余地もないから，理論上も，停 l醗期間

の一部無効と判断することに何ら問題はない。

(2) 裁判例においても， 6 か月の懲戒休職につき， 3 か月の限

度で有効としたものがある(岩手県交通事件，感岡地一関

支判平成 8 年 4 月 17 日，労判 703 号 71 頁)。

3 被控訴人の損寄について

(1) 慰謝料について

12 
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原審判決は， í本件懲戒処分により --200 万円と認め

るのが相当である。」と判示するが，具体的な被侵害利益

の内容や違法性の程度その他損害額を認定する事情につい

て，全〈示されていない。

控訴人による本件懲戒処分は適法・有効であるから，そ

もそも不法行為に該当しない.また，控訴人が行った会見

は.教育機関としての説明責任から行ったものであるし，

内容も正確に説明している。マスコミによる報道の内容に

ついてはマスコミが行ったもので控訴人が責任を負うもの

ではない上，マスコミ報道による被控訴人への影響はバイ

オラポ社の破綻，県議会・市議会の百条委員会や刑事手続

等の報道によるととろが大きいのであり，そもそも本件懲

戒処分に関する報道とは関係がない。

以上のとおり，控訴人の被控訴人に対する不法行為は存

しないのであるから，原審判決は失当である。

(2) 弁護士費用について

前述のとおり，控訴人に不法行為はない以よ，被控訴人

からの弁護土費用請求も認められない。

第 2 本件懲戒処分が適法・有効であること

l 実体面

(1 ) 被控訴人の無断欠勤が重大な懲戒事由であること

① 被控訴人は，兼業従事許可条件に違反して勤務時間内に

合計 382 日聞にも亘りバイオラポ社の業務に従事した。被

控訴人の同行為が控訴人の就業規則第 33 条に違反するこ

13 
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とは明らかである。そして，合計 382 日間にも及ぶ無断欠

勤が重大な懲戒事由であることは明らかである。しかも，

このように，被控訴人が合計 382 日にも及ぷ無断欠勤を続

けてバイオラポ祉の業務にのめり込んでいったのは，ひと

えに自らが経済的利益や名誉を得ることが目的だったもの

で，教育，研究等の大学での本分を疎かにしてバイオラポ

社での営利活動を優先した結果なのであり，被控訴人の規

律違反の程度は著しいといえる。

② 黙示の京認はないこと

前述のとおり，控訴人は，黙示の承認をしたことは一切

ない。

黙示の~認が，いわゆる労使慣行として法的効力を有す

るためには，当該事項について決定権限を有する管理者が

当該慣行を規範として意・識し，それに従フてきたことを要

する(東京地判昭 63 ・ 2 • 24 等)。

本件では，兼業従事許可について決定稲限を有するのは

控訴人理事長であるととろ，控訴人理事長はもとよりその

仰の控訴人職員も，被控訴人の兼業従事許可違反行為を黙

認等したことは一切ないのであるから，上記の労使慣行が

あったとはいえず，本件懲戒処分が相当・有効であること

は明らかである。

(2) 大学業務への支障について

前述のとおり，被控訴人は，兼業従事によって，被控訴

人の大学業務に影響が出ることは不可避であることを自認

していたし，実際に大学業務に支障があった。

(3) 無断欠勤に対しては厳しい懲戒処分が下されるというの

が社会通念であり，多日数の無断欠勤等があれば懲戒解雇

14 
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も有効として認められている裁判例も多数存在する。本件

における 382 日という被控訴人の無断欠勤日数は，通常で

は考えられない程度に至っており，雇用契約よの重大な義・

務違反であるから，本来ならば懲戒解雇相当ともいえる事

実であるから，懲戒解雇によって完全に教授の地位を失う

わけではなく一時的な停職にとどまる本件の停職 6 か月の

処分が相当なものであることは明らかである。

との点，民間企業における懲戒事例等も考慮して作成さ

れている人事院事務総長発の「懲戒処分の指針について」

(乙第 47 号証)によれば，一般服務関係の欠勤については，

「正当な浬由なく 2 1 日以上の間勤務を欠いた職員は，免

職又は停職とする」とされており，被使訴人の無断欠勤も

これに該当するから，同基準からすれば，被控訴人に対す

る停職 6 か月という本件懲戒処分は，むしろ軽い処分と言

える。

(4) 峨務命令造反

被控訴人は，控訴人から兼業従事許可を与えられた者と

して，自身の兼業の実態を明らかにする義務があった。ま

た，バイオラボ社における兼業従事の実態について，最も

よく知るのは被控訴人本人であるし，バイオラポ社社長で

ある被控訴人は，関係書類についても自ら提示しようと思

えば可能だった。にもかかわらず，実態の解明のための手

続を拒否し，控訴人の記録等の提出の要求等にも一切応じ

なかった被控訴人の職務命令違反も重大な懲戒事由であ

る。

(5) 以上のとおり，被控訴人は.自ら兼業従事許可申請を行

い，ぞれに対する兼業従事許可を受けていながら，兼業従

事許可違反行為を反復・日常化させ，さらに，兼業従事許

15 
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可者である控訴人からの兼業従事状況報告の職務命令を合

理的な理由もなく拒否したのであり，とのような被控訴人

の懲戒事由は重大なものであるから，本件処分は相当であ

り，本件懲戒処分には，何ら違法性はない.

2 手続面

以下のとおり，本件懲戒処分に関する手続は，控訴人の諸規

程に基づいて適法・有効に仔われている。

(1) 控訴人の懲戒処分規程において，懲戒処分を行う場合の

各種手続が規定されているのは，懲戒処分にあたっては慎

重に事実について調査し，不利益を受ける被懲戒者の弁明

等も聴取したよで懲戒処分を仔うという趣旨にある.

(2) このうち，懲戒処分規程第 4 条が定めている「事実確認

等の調査J は，まさに事実調査のことであり，事実の評価

等について議論するものではない。また.調査対象教員か

らの事情聴取は，事実確認等の一環として当該対象者から

も事情を聞くものであり，当該対象者による弁明について

は，別途，懲戒処分規程第 6 条第 3 項において定められて

いる。

このように，懲戒手続は，事実調査(事情聴取)と弁明と

の別々の手続によって構成されている。

(3) 銅査香員会について

① 被控訴人に対する調査事項の告知がなされていたこと

について

控訴人懲戒規程に基づいて設置された調査委員会は，被

控訴人から必要な事情聴取を行った。控訴人は.被控訴人

l6 
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からの事情聴取に際し，被控訴人本人に対して，事前に.

兼業従事許可等に関する事実確認を行う旨を通知する文

書(甲第 92 号証)を手渡し，事情聴取について逝知した。

また，控訴人は.被舘訴人に対し，平成 21 年 5 月 IS

日以降，兼業規程に基づく職務命令として，被控訴人の勤

務実態について正確に把援する必要があるためと明示し，

提出を求める記録等も具体的に列挙した上で，再三にわた

って当該記録等の提出を要求したロこれによって，被控訴

人は，控訴人が被控訴人の兼業従事状況をE確に把握しよ

うと調査していることを十分に認識できたはずであり，か

っ準備する時間的余裕もあったが，被控訴人はこの職務命

令ピ従わず，記録の提出を行わなかった。之のように，被

控訴人は，事情聴取における確認事項を十分に理解できて

いたはずである。

実際，被控訴人は，調査委員会の調査に対し，事実関係

について必要な説明をし(乙第 3 号証) ，特に事実関係に

ついてさらに追加的に主張したいとの要望等は無かった

し，後日，説明した事実関係についての訂正の要求等もな

かった。

また，被控訴人は，平成 2 1 年 9 月 1 日の調査委員会の

事情聴取に出席した後， í調査委員会委員の中には，自ら

が調査すべき事実，論点・争点が何であるかを知らない委

員もいたことが顕著であり，事情聴取後に，原告自身が，

該当する委員に関係資料を送付・提供 J (被控訴人訴状 第

2 1 (2) オ)している。このことからも，被控訴人が，

控訴人から被控訴人に交付した文書によって調査委員会

が調査すべき事実や本件処分に係る論点・争点が何である

かを十分に埋解していたことがわかる。

さらに，被控訴人は，懲戒処分を受けることを想定して，

懲戒処分に先立つ早い時期から代理人弁護士として 2 名

17 
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の弁護士に委任し(木佐弁鎖士は平成 2 1 年 3 月 2 3 日，

北爪弁説士は同年 4 月 1 日) ，控訴人からの記録等の提出

の職務命令に従わず，懲戒処分を回避しようとする言動を

取り続けていたことや，控訴人職員との電話のやり取りに

おいて，控訴人職員が欠勤情報は適法に入手した旨を説明

したのに対し，被控訴人が，即座に，破産管財人しか欠勤

に関する情報は持っていないはずであるから，破産管財人

に確認すると言っている(乙第 2 2 号証)ことからも，被

控訴人は，問題とされている自らの非違行為の具体的内容

を十分に理解していたことは明らかである。

被控訴人は，懲戒処分の対象となっている欠勤について

調査し，言い分を準備するのに数か月はかかると思うと述

べているが，上記のとおり，その時間は十分にあったので

ある。

② 調査委員会の準備状況について

調査委員会は，平成 2 1 年 9 月 1 日時点までに.

i 被控訴人から提出された「出帰国記録調査普 J

ii 長崎市議会のいわゆる百条委員会報告書

出 バイオラポ社資料

により，被控訴人の勤務時間内の兼業従事等の非違行為

についてほぼ全容を把握していたロ

③ 調査内容について

淵査委員会では，上記のような資料に基づく調恋や検

討，対応協議等を重ねた上で，平成 2 1 年 9 月 7 日，調査

委員会の委員全員が，被控訴人のバイオラボ業務への従事

状況とその問題点を十分に把握したうえで調査報告書を

作成した。

控訴人制査委員会委員らは，客観的な資料によって確

18 
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認・把握できているもの等以外の事実確認を中 IL' に必要な

質問を行った。例えば.振り替え申請手続の不備のように

客観的な証拠に基づいて認定できる事尖は，あえて被控訴

人に聞く必要はなく.客観的資料だけからでは必ずしも実

体が抱握しにくい勤務時間中の兼業状況等に重点をおい

て事情聴取をした(乙第 3 号証)

(4) 弁明手続について

① 弁明手続に関する告知

控訴人は.弁明手続に先だョて被控訴人に対し，平成

2 1 年 9 月 2 日，控訴人職員 2 名が被控訴人の研究室を訪

れ， 「 9 月 9 日か 9 月 1 0 自に本件に係る被控訴人の弁明

の機会を設定したい。正式には 9 月 7 日に文書で通知する」

旨を口頭で伝達したところ，被控訴人もそれを了解し，そ

のうえで念のためメールでも送付するよう控訴人職員に求

めたため，控訴人職員は，同日 1 9 時 44 分に被控訴人に

対してメールの送信を行った(乙第 15 号証〉。

その後，控訴人は，平成 2 1 年 9 月 7 日付けで弁明機会

の付与の通知(甲第 9 4 号証)を交付しており，向通知の

中で， r 貴殿の兼業従事許可違反及び職務命令違反に対す

る懲戒の要否」として 2 つの懲戒事由を明示していた。

なお，弁明手続においては，懲戒処分の対象となった行

為 ， その他の事尖の簡明な指摘と処分根拠となった法条を

引用すれば必要にしてかつ十分なものである。

② 教育研究評議会

教育研究評議会は，数学に関する事項，教員の人事に関

する事項等を審議する機関であり，懲戒規程等に基づき懲

戒に関する権限も有する。平成 2 1 年 9 月 7 自に開催され

19 
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た平成 2 1 年度第 1 0 回教育研究評織会においては，出席

した評議会委員全員に調査報告書(乙第 8 号証)が配布さ

れ， 1 1 0 分間にわたり詳細な説明がなされた a

その後，同月 1 0 目に開催された平成 2 1 年度第 1 1 回

教育研究評議会は，全委員出席のもと，被控訴人の弁明を

開いたうえで，弁明の際に被控訴人が提-出した弁明書も委

員全員に配布している。

同日午後，引き続いて開催された平成 2 1 年度第 1 2 回

教育研究評議会においては，委員全員が，

i 調査報告書の内容

ii 被控訴人の弁明及び弁明書の内容

を十分検討・理解したうえで被控訴人の処分の要否等につ

いて審議し，調査委員会の報告書や被控訴人の弁明，人事

院の処分の指針等を把握・考慮した上で，懲戒処分の必要

性ありとの判断がなされた。

③ 弁明の方法

弁明は，書面または口頭により与えることと規定されて

いる(甲第 2 号証，第 6 条第 3 項)

本件では，被控訴人本人による口頭の弁明及び被控訴人

から提出された弁明番(甲第 95 号証)の双方による弁明

がなされた。被控訴人は，控訴人が弁明のために約 1 時間

程度の弁明の時間を与えていたのに対し，約 35 分間で弁

明を打ち切った。

④ 教育研究評議会の結果については，同評犠会議長である

控訴入学長より，任命椛者である控訴人理事長に報告がな

された。そして，控訴人理事長においても，報告書等の各

種資料等を確認・検討したよで，本件懲戒処分を決定した.

20 



12-01-20i05:32PMi 福田浩焔慢事務所 j抑制肱生
ハ
〆
』

ハ
h
H
v

n
ζ
 

ハ
4
u
v

ハ
h
u
v

-
<
unvr

「川V

A
H司
V

A
H
H
V
 

a,‘, # 22/ 23 

⑤ 以よのとおり，被控訴人は，本件懲戒手続において，実

質的にも手続的にも弁明の機会を十分に与えられており，

本件処分の手続には何ら取艇はない。

(5) なお，本件懲戒手続においては.被控訴人控訴人双方の

代理人弁諮土は同席していないが，懲戒手続は学内規程に

基づく大学内部の問題であり，大学の自治の観点から第三

者の参加がない状態で自律的に行われるべきととから，第

三者である代理人の出席は予定されておらず，かつ，事実

確認が目的である事情聴取に弁鎚士を同席させる手続上の

必要性はなく ， また ， 懲戒処分に不服がある場合には，最

終的には，裁判上の手続によって不服申立を行うことにな

るのであり，何ら被控訴人の権利を侵害するものではない a

(6) 以よのとおり，本件懲戒処分は手続き的にも何ら違法な

ものではない.

3 結論

以」ニのとおり，本件懲戒手紛は，実体面でも手続函でも何ら

違法な点はなく，本件懲戒処分は適法・有効である.

第 3 結論

以上のとおり，被控訴人の請求は理由がないから棄却される

べきである。

以上
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